
 

（別紙２） 

令和４年度上期「米子市国際会議場」モニタリング評価表 〔令和４年１２月〕 

 

施設名 米子国際会議場 

施設所管課 経済部文化観光局 観光課 

指定管理者名 団体名 公益財団法人とっとりコンベンションビューロー 

所在地 米子市末広町２９４番地 

指定期間 平成３１年（令和元年）４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

選定方法  公 募 ・ 非公募 

施設の設置目的 国内外との学術、情報、技術、文化等の交流を促進し、また地域の経済の発展と文化の振興を図

るため。 

主な実施事業 国際会議、イベント等の開催 

コンベンションビューローとして誘致活動 

 

評価項目 評価基準 評価 特記事項 

Ⅰ 履行の確認 （６０点） 

 １ 施設全般の管理運営に関する業務  

(1)管理体制 施設の管理体制が明確になっており、基準に基づいた適切な

人員配置がされているか 

安全対策、危機管理体制などが十分に講じられているか Ａ 

立入調査、記録、マニュアル等

の確認 

予約状況により勤務時間の変更

などで対応し、必要最小限の人

員で運用するなどの弾力的な人

員配置やマニュアルの整備が整

っている。 

(2)職員研修 職員の業務に必要な資質・能力の向上を図るための研修・教

育が適切に行われたか 
Ｂ 

記録等の確認 

毎年定期的に研修等が実施され

ている。 

(3)利用促進業務 利用者拡大のための利用促進業務が適切に行われたか 

 
Ｂ 

立入検査、記録等の確認 

毎月イベントガイド等を発行し

ている。 

２ 利用者に関する業務 

(1)利用状況 利用者数・稼働率等は適切な水準であるか 

補足資料※１ 
Ｂ 

記録等の確認 

前年度に比べ利用者数、事業開

催数は増加した。 

(2)利用者の要望把握      

 等 

利用者の要望の把握及びその実現策は適切に行われている

か 
Ｂ 

立入検査、記録等の確認 

利用者から定期的に意見要望収

集施策に努めている。 

３ 保守点検及び清掃等の業務 

(1)保守点検業務 基準に基づき、保守点検が適切に行われたか 

第三者に行わせる業務は必要最小限の範囲か Ｂ 

立入調査、記録等の確認 

適切に保守点検されている。ま

た委託業務は最小限と認められ

る。 

(2)清掃・維持業務 基準に基づき、清掃業務・維持管理が適切に行われたか 

第三者に行わせる業務は必要最小限の範囲か 
Ｂ 

立入調査、記録等の確認 

アンケート等でも清潔であると

回答があることから、適切に清

掃、維持管理され、良好である。

また委託業務は最小限と認めら

れる。 

(3)保安・警備業務 基準に基づき、保安・警備業務が適切に行われたか 

第三者に行わせる業務は必要最小限の範囲か 
Ｂ 

立入調査、記録等の確認 

適切に保安、警備され問題があ

れば職員が直ちに対応するなど

極めて良好である。また委託業

務は最小限と認められる。 

(4)修繕業務 基準に基づき、修繕業務が適切に行われたか 

第三者に行わせる業務は必要最小限の範囲か 
Ｂ 

立入調査、記録等の確認 

適切に修繕されている。また委

託業務は最小限と認められる。 

４ 自主事業の実施

に関する業務 

事業計画書に沿った自主事業が適切に行われたか 
Ｂ 

記録等確認 

計画された自主事業を実施され

ている。 



５ 情報公開・個人情

報に係る措置 

情報公開・個人情報保護に係る措置は適切に行われたか 

Ｂ 

立入調査、記録等の確認 

情報公開、個人情報保護委艇を

設け台帳等は厳重に保管され、

適切に管理されている。 

６ 管理目標 施設の現状を正しく認識し、今後の在り方についての提案は

具体化されているか 
Ｂ 

指定管理者と面談の上、年次的

な修繕計画や今後の方向などを

協議している。 

Ⅱ サービスの質の評価 （２５点） 

 １ 利用者満足度 利用者へのサービスの質を維持・向上させるための提案は具

体化されているか 

利用者アンケート等を実施し、その結果は妥当であるか 

Ｂ 

立入調査、記録簿等の確認、利

用者会議での聴取、アンケート

を適切に実施している。 

２ 維持管理業務 日常清掃業務や衛生管理、備品などの設備の維持管理は適正

に行われ、良好な状態で施設の利用が行われているか 
Ａ 

立入調査、記録簿等の確認、ア

ンケート等にも館内が清潔であ

るとの意見が多いことから、極

めて清潔に管理されていると判

断する。 

３ 運営業務 事業運営について、サービス水準の向上のための創意工夫が

見られるか。 

利用許可などの利用者への接客・対応は適切であるか 
Ｂ 

立入調査、記録簿等の確認、利

用者からの意見を直ちに反映で

きるようミーティングを開催し

共用できるようにしており、ア

ンケートにおいても接客等につ

いても好印象である。 

４ 自主事業 実施された事業内容は、施設の設置目的に沿い、サービス水

準の向上に寄与する質の高いものであるか 
Ａ 

立入調査、記録簿等の確認、利

用者会議等で聴取し自主事業に

反映されている。 

５ 施設の効用 施設の効用を最大限に発揮し、設置目的の達成に資すること

ができる管理運営内容であったか 
Ｂ 

立入調査、記録簿等の確認、利

用者会議等で聴取し自主事業に

反映されている。 

Ⅲ サービスの安定性の評価 （１５点） 

 １ 事業収支 指定管理業務の事業収支は妥当であるか      

補足資料※２ 
Ｂ 

記録、資料等確認 

概ね予算に沿った収支状況と判

断 

２ 経営状況 指定管理業務の経営状況分析指標の結果は妥当であるか 

補足資料※３ 
Ｂ 

資料等確認 

各指標等に特に問題はなく、適

切な状況にあると判断する。 

３ 団体等の経営状 

況（年度ごと） 

団体の経営状況分析指標の結果は妥当であるか    

補足資料※４ 
－ 

 

 

【総評（所管課評価）】 

Ⅰの項目については、協定書、事業計画どおり実施されており、立入調査の結果、記録簿、マニュ

アル等が整備されており、またその内容についても水準以上である認められる。 

Ⅱについても、利用者会議やアンケート等により、直ちに改善する努力が認められ、接遇、清掃等

の維持管理についても良好であると認められる。 

以上のことから、当該施設は高い水準で、適切な管理がされていると評価する。 

合計点 

（６３）点/（９５）点 

×100＝（６６） 

平均点 

（３.３）点 

※施設の性格や設置目的により、評価項目は追加、変更できる。 

※評価区分 Ａ（優 良）＝協定書等の基準を遵守し、その水準よりも優れた管理内容である。（５点） 

      Ｂ（良 好）＝協定書等の基準を遵守し、その水準に概ね沿った管理内容である。（３点） 

      Ｃ（課題含）＝協定書等の基準を遵守しているが、管理内容の一部に課題がある。（１点） 

      Ｄ（要改善）＝協定書等の基準を遵守しておらず、改善の必要な管理内容である。（０点） 

※特記事項欄は、評価を行った確認方法（例：立入調査、台帳確認、資料等確認）と当該評価を行った理由を記載する。 

※総評欄は、事業計画書等との整合性を検証し、評価、業務の改善方策等を記入する。 

  



 

【補足資料】 

※１ 利用状況(上段…国際会議場、下段…全館) 

項  目 本年度〔令和４年４～

９月〕 Ａ 

前年度〔令和３年４～９

月〕 Ｂ 

対比 

Ａ－Ｂ、Ａ/Ｂ 

対比が±20％を超える場

合は増減理由を記載 

開館日数        １８３日 

２，１９６日 

           １８３日 

２,１９６日 

0日 、100.0％ 

0日 、100.0％ 
 

施設利用者数 ６，１６８人 

６１，０３２人 

４,３００人 

５２,３６９人 

1,868人 、143.4％ 

8,663人 、116.5％ 

前年同期に比べ貸館需要
が回復してきた為 

施設稼働率 ４３．０％ 

６８．５％ 

３７.３％ 

５５.０％ 

5.7％ 、115.3％ 

13.5％ 、124.5％ 

前年同期に比べ貸館需要
が回復してきた為 

事業開催数 ５１件 

１，３０８件 

４６件 

１，０１９件 

5件 、110.9％ 

289件 、128.4％ 

前年同期に比べ貸館需要
が回復してきた為 

  

 

※２ 事業収支（コンベンションセンター全体収支） 

（１）収 入 

項  目 本年度〔令和４年４～

９月〕 Ａ 

前年度〔令和３年４～

９月〕 Ｂ 

対比 

Ａ－Ｂ、Ａ/Ｂ 

対比が±20％を超える場

合は増減理由を記載 

利用料収入 ５１，４８７，４４０ ４２，９６１，２７０ 8,526,170 、119.8％  

入場料収入 ３４，０００ ０ 34,000 、 ― 
前年度上期は自主事業を
中止した 

指定管理料（市） ３４，９３５，０００ ３５，６６８，０００ ▲733，000 、 98.0％  

指定管理料（県） ６９，８６９，０００ ７１，３３６，０００ ▲1,467,000 、 97.9％  

雑収入 ３，６７６，７７４ ６，２８０，０６５ ▲2,603,291 、 58.5％ 
前年度は県キャンセル料
負担収入があった 

合  計 １６０，００２，２１４ １５６，２４５，３３５ 3,756,879 、102.4％  

 

（２）支 出 

項  目 本年度〔令和４年４～９

月〕 Ａ 

前年度〔令和３年４～９

月〕 Ｂ 

対比 

Ａ－Ｂ、Ａ/Ｂ 

対比が±20％を超える場

合は増減理由を記載 

人件費 ５１，２９１，２１４ ４７，５４９，２４３ 3,741,971、107.9％  

旅費 １８２，９９２ ０ 182，992、 ―   
前年度はコロナ影響によ
り、出張を控えたため 

消耗品費 １，２６５，５４８ １，５５２，０１８ ▲286，470  、81.5％  

燃料費 １５，３２３ ５，７２６ 9，597 、267.6％ 公用車の稼働の増 

飲食費 ４，４２４ ０ 4，424  、―   
前年度はコロナ影響によ
り、協議会等参加を控えた 

印刷製本費 ２８２，７００ ４５９，４７０ ▲176，770 、61.5％ 競争入札による減 

光熱水費 
２２，９７９，１０３ １５，５９４，３９３ 7,384,710 、147.4％ 

施設稼働による増及び電
気、重油料金の値上げによ
る増 

修繕費 
３，５６７，０８０ ２，２４３，９８９ 1,323,091 、159.0％ 

前年度上期は、コロナ影響
により、不急の予防修繕を
控えた 

通信運搬費 ９７１，７７２ ８９９，１０６ 72,666 、108.1％  

保険料 
４０１，９００ ３１１，４１０ 90,490 、129.1％ 

公立文化施設賠償責任保
険にサイバープロテクト
を追加したことによる増 

手数料 ５６９，４０６ ７３９，０８６ ▲169，680 、77.0％ 
前年度は職員PCR検査手
数料が発生した 

広告料 １９１，０００ １９２，５００ ▲1,500 、99.2％  

使用料及び賃
借料 

５１９，６１９ ９１７，２６９ ▲397,650 、56.6％ 
サーマルカメラが再リー
スとなったことによる減 

負担金 ２６７，１８３ ２７８，６９３ ▲11,510 、95.9％  

租税公課 
２，０２０，３００ ２，６８７，７００ ▲667,400 、75.2％ 

Ｒ２年度よりＲ３年度確
定消費税額が減となった
ことによる中間納付税額



の減 

委託費 

４４，２２６，０６４ ３５，９３６，６８３ 8,289,381 、123.1％ 

音響映像及び舞台照明設
備保守点検月のずれによ
る増及び県立施設予約シ
ステム利用に伴う帳票等
カスタマイズ委託費の発
生による増 

企画事業費 １９７，３０１ １５４，４１６ 42,885 、127.8％ 
前年度は自主企画コンサ
ート中止による出演謝金
の減があった 

合  計 １２８，９５２，９２９ １０９，５２１，７０２ 19,431,227 、117.7％  

 

※３ 経営状況分析指標 

項  目 本年度〔令和４年４～９

月〕 Ａ 

前年度〔令和３年４～９

月〕 Ｂ 

対比 

Ａ－Ｂ、Ａ/Ｂ 

備  考 

① 事業収支 ３１，０４９，２８５ ４６，７２３，６３３ ▲15,674,348 、66.5％  

②利用料金比率 ３２．１ ２７．５ 4.6 、116.7％  

③人件費比率 ３９．８ ４３．４ ▲3.6 、91.7％  

④外部委託費比率 ３４．３ ３２．８ 1.5 、104.6％  

⑤利用者当たり管
理コスト 

２，１１２．９ ２，０９１．３ 21.6 、101.0％  

⑥利用者当たり自
治体負担コスト 

１，７１７．２ ２，０４３．３ ▲326.1 、84.0％  

 

①事業収支：（収入－支出） 

  事業全体が黒字で施設の管理運営ができているかどうか確認する。赤字の場合は、管理継続性の面での課題を解決し、黒字化の

ための方策を検討する。 

②利用料金比率：（利用料金収入/収入） 

  収入に占める利用料金の割合。指定管理者の収入源がどこにあり、それが安定したものであるかを確認する。 

③人件費比率：（人件費/支出） 

  支出に占める人件費の割合。支出の中で人件費が減らされすぎていないか、逆に費用がかかりすぎていないかを確認する。 

④外部委託比率：（外部委託費合計/支出） 

  支出に占める外部委託費の割合。外部委託に過度にシフトしていないかを確認する。 

⑤利用者当たり管理コスト：（支出/延べ利用者数） 

  利用者１人当たりにかかる費用。前年度や事業計画との比較、類似施設との比較により施設の効率性を確認する。 

⑥利用者当たり自治体負担コスト：（指定管理料/延べ利用者数） 

  利用者１人当たりにかかる自治体の費用。前年度や事業計画との比較、類似施設との比較により施設の効率性を確認する。 

 

※４ 団体等の経営状況（年度毎下期に実施し、上期では行いません。） 

項  目 平成○○年 平成○○年 平成○○年 平成○○年 平成○○年 備  考 

①自己資本比率       

②流動比率       

③固定長期適合率       

④総資産経常利益率       

評  価 （以上の指標を参考に評価する。） 

※貸借対照表と損益計算書を基に計算。太枠内に今年度の数値を記載し、左側に過去４年分を記載。 

 

①自己資本比率 

  総資産（資産合計）に占める自己資本（純資産合計）の割合を示した指標。どれだけ借金に頼らず経営をしているかを示す。比

率が高いほど借金（負債合計）に頼る割合が低く、経営が安定していることを示す。一般的には、７０％以上なら理想企業、４０％

以上なら倒産しにくいとされている。 

    自己資本比率（％）＝自己資本÷総資産×１００  【例】800÷2,000×100＝40.0％ 

   〔公益法人会計の場合：正味財産計÷資産計×１００〕 

②流動比率 



  団体の短期的な支払い能力を示す指標。１年以内に現金化できる試算を「流動資産」、１年以内に支払いを要する負債を「流動負

債」と言い、「すぐに準備できるお金」と「すぐに返さないといけないお金」のバランスを比較する。流動資産（すぐに準備できる

お金）の方が多いほど、支払い能力が高いことを示す。１００％以上であれば問題ない。１００％未満であれば資金繰りが苦しい

とされる。 

流動比率（％）＝流動資産÷流動負債×１００  【例】1,100÷700×100＝157.1％ 

③固定長期適合率 

  固定資産をどの程度、自己資本（純資産合計）と固定負債で賄っているかを示す指標。土地や建物など、この先１年以上換金で

きない、または換金しない固定資産を返済義務のない自前の資金である自己資本（純資産合計）と長期で調達したお金（固定負債）

でどれだけ賄えるかを見る。１００％未満であれば問題ないが、１００％以上の場合は固定資産の維持調達について流動負債にも

依存していることを示すことから、資金繰りが苦しいと考えられるとされる。 

   固定長期適合率（％）＝固定資産÷（固定負債＋自己資本）×１００ 【例】900÷（500＋800）×100＝69.2％ 

  〔公益法人会計の場合：固定資産÷（固定負債＋正味財産計）×１００）〕 

④総資本経常利益率 

  団体の総合的な収益力を示す指標。団体の総資産（資産合計）に対して、どれだけの経常利益を稼ぎ出しているかを示す。比率

が高いほど資本を効率的に運用し、収益を上げている。 

   総資本経常利益率＝経常利益÷総資産×１００   【例】200÷2,000×100＝10.0％ 

  〔公益法人会計の場合：正味財産増減額÷総資本×１００〕 

  



 

■貸借対照表（例）                         ■損益計算書（例） 

【資産の部】 【負債の部】 

流動資産 

 現金及び預金  400 

 受取手形    500 

 有価証券    200 

流動資産合計  1,100 

流動負債 

 買掛金        400 

 短期借入金      300 

流動負債合計    700 

固定負債 

 社債            300 

退職給付引当金 200 

固定負債合計   500 

固定資産 

 建物及び構築物  200 

 土地            500 

 投資有価証券    200 

固定資産合計    900 

負債合計    1,200 

【純資産の部】 

 資本金     600 

 利益余剰金      200 

純資産合計        800 

資産合計        2,000 負債純資産合計  2,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 利用者からの苦情の内容とそれに対する市・指定管理者の対応や市から指定管理者への指導状況 

適切な管理運営がされており、特に市から指導する必要はない。 

 

 

 

６ 利用者アンケートの結果 

施設利用者アンケートにおいておおむね良好であり、改善意見等についても直ちに実施できるものについては実施され、設備の修繕

要望など費用が必要なものについては市への相談及び検討がされるなど適切に管理運営を行っている。 

 

 

 

 

 

売上高   3,000 

売上原価     1,200 

売上総利益     1,800 

販売費及び一般管理費     1,200 

 

 

広告 

人件費 

      700 

      500 

営業利益       600 

営業外収益       200 

 受取利息 

その他 

      200 

        0 

営業外費用       600 

 支払利息 

社債利息 

      200 

        0 

経常利益       200 

特別利益       100 

 外国為替       100 

特別損失        50 

 固定資産売却損        50 

税引前当期純利益       250 

法人税・住民税等        50 

当期純利益       200 


